
1.　はじめに

「宮城県土木・建築行政推進計画（2021 〜 2030）」
（以下，「本計画」という）は，本県が目指す将来
像の実現に向けて，土木部が行う社会資本整備の
考え方を示すもので，地域特性や事業の優先性等
を見極めながら，効率的・効果的に社会資本整備
を進めていくために策定しました。

本稿では，本計画の概要について紹介します。

2.　本計画の役割と位置づけ

東日本大震災から 10 年という節目を迎え，本
県の人口は本格的な減少局面を迎えることが想定
されており，さらに，地域経済・社会の持続可能
性の確保，大規模化・多様化する自然災害，新型
コロナウイルス感染症の拡大といった時代の転換
点に直面する中，その先にある宮城の明るい未来
を描いていくことが求められています。

このため，県政運営の指針である「新・宮城の
将来ビジョン」が新たに策定されたことを受け，
その土木・建築分野の計画として本計画を策定し
ました。

本計画は，令和 3（2021）年度から令和 12（2030）
年度までの今後 10 年間に取り組んでいく社会資
本整備の基本理念や行動方針であるとともに，施

策体系や行動計画などを明らかにする運営方針で
あり，以前の「宮城県社会資本再生・復興計画」
に代わるものとして位置づけています。また，大
規模自然災害に備えて必要な事前防災，及び減災
その他迅速な復旧復興に資する施策を，総合的か
つ計画的に実施するための「強くしなやかな国民
生活の実現を図るための防災・減災等に資する国
土強靱化基本法」の第 13 条に基づき策定された

「宮城県国土強靱化地域計画」も指針とし，持続
可能な開発目標（SDGs）の視点を取り入れた上
で，本県の土木・建築行政の運営にかかる目標や
具体的な取組を示しています。

3.　基本的な考え方

「新・宮城の将来ビジョン」では，県政運営の
理念として「富県躍進！“PROGRESS Miyagi”
〜多様な主体との連携による活力ある宮城を目指
して〜」を掲げ，持続可能な未来を実現するため
に，「人」づくり，「地域」づくり，イノベーショ
ンの 3 つの「政策推進に向けた横断的な視点」を
踏まえ，人口減少に伴う県内経済の縮小など，地
域経済・社会を取り巻く諸課題へ対応した持続可
能な地域社会づくり，さらには，気候変動の進展
に伴い大規模化，多様化する自然災害に対応した
強靱な県土づくりなどに取り組むため，これまで
以上に，多様な主体が参画，連携・協働しながら

宮城県土木・建築行政推進計画
（２０２１ ～ ２０３０）の策定について
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県内経済を安定的に成長させ，生み出された富の
循環によって子育てや教育，福祉，社会資本整
備，自然や文化の継承，災害対策など，安全安心
で質の高い暮らしの実現や地域の魅力を高めるこ
ととしています。

社会資本を取り巻く環境は，時代とともに大き
く変化しており，こうした環境の変化を踏まえて
対応していく必要があることから，当該ビジョン
に掲げる県政運営の理念や，社会資本を取り巻く
環境の変化を十分に勘案します。

4.　基本的性格

本計画は，本県の中長期的な社会資本整備の在
り方や，土木・建築に関する事業の方向性を定め
る基本計画として，基本目標や今後 10 年間に取
り組む事業を明らかにするものです。

なお，計画期間内に大規模な社会情勢の変化な
どにより本計画の見直しが必要となった場合に
は，適宜変更を行うこととしています。

土木部所管の事業は，直轄事業等の予算措置が
必要なものも含めて，原則として本計画に位置づ
けることとし，土木部全体の共通認識の下，宮城
の更なる発展と地域自立及び社会的な課題解決の
ため，事業を厳選し実施します。

5.　将来の宮城の姿のイメージ

本計画では，今後 10 年間で目指すべき本県の
社会資本整備の方向性を整理するため，「新・宮
城 の 将 来 ビ ジ ョ ン 」 や 内 閣 府 が 示 し て い る
Society 5.0 ※を参考に，県土・防災分野，産業・
経済分野，社会・地域づくり分野の 3 分野につい
て，将来の目標として「概ね 30 〜 50 年後の宮城
の姿」を下記のとおりイメージしています。

※ Society 5.0：「1.0 = 狩猟社会」，「2.0 = 農耕社会」，
「3.0 = 工業社会」，「4.0 = 情報社会」に続く，人類史
上 5 番目の新しい社会のことで，サイバー（仮想）空
間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシス
テムにより経済発展と社会的課題を両立する，人間中
心の社会のこと。

⑴　県土・防災分野
・頻発化・激甚化する自然災害に対し，防災・減

災機能を有し，かつ，ZEB ※化等により発災時
においてもエネルギー供給が可能な避難所・避
難場所などの施設整備が県内全域で着実に進
み，県土の強靱化が図られるとともに，自治体
間及び地域住民との連携の下，ハザードマップ
などの防災情報や災害情報が，IoT の活用など
により全ての住民へ的確に提供され，ハードと
ソフトが一体となった備えができている。

・東日本大震災の教訓や復興の道筋が国内外へ広
く伝わり，防災文化が
継承されている。ま
た，県内の行政・防災
関係機関の災害対応力
や人と人との結びつき
の充実が図られ，県民
一人ひとりに防災・減
災の知識・技術・行動
が定着し，大規模自然
災害が発生しても，被
害が最小限となるよう
な社会が構築されてい
る（図－ 1）。図－ 1　将来のイメージ（県土・防災分野）

自然との共生
（グリーンインフラ）

先端技術の導入による施設管理
（低コスト化・省力化）

防災・減災機能を有する
施設整備（避難所・避難場所）

災害情報にIoT活用
住民へ的確な情報提供
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※ ZEB：Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エ
ネルギー・ビル）の略称であり，快適な室内環境を実
現しながら，建物で消費する年間の一次エネルギーの
収支をゼロにすることを目指した建物のこと。

⑵　産業・経済分野
・全産業分野において，現実空間からセンサーや

IoT 等を通じてあらゆる情報が集積（ビッグデ
ータ）され，AI（人工知能）がビッグデータ
を解析し，高付加価値を現実空間にフィードバ
ックすることにより，高付加価値化や生産性の
向上が図られ，持続的に成長している。

・震災復興を経て機能が向上した空港や港湾，道
路等の産業基盤が，各産業のニーズの反映や先
進的技術の導入などによってさらに整備・機能
強化され，高いストック効果を発揮し，その価
値が高まっている（図－ 2）。

⑶　社会・地域づくり分野
・さまざまな人が関わりながら，都市部や中山間

地などそれぞれの地域における住みやすさや魅
力の向上につながる特色ある活動が展開され，
地域が活性化している。

・あらゆる世代が暮らしの上で必要なサービスを
身近な地域で確保し，元気に自分らしく安心し
て暮らしている（図－ 3）。

6.　今後の社会資本整備の方向性

「概ね 30 〜 50 年後の宮城の姿」を実現するた
め，社会資本整備を取り巻く環境の変化や「新・
宮城の将来ビジョン」に掲げた県政運営の理念と
政策推進に向けた横断的な視点を総合的に勘案
し，本計画の基本理念を次のとおり掲げています。

図－ 3　将来のイメージ（社会・地域づくり分野）

図－ 2　将来のイメージ（産業・経済分野）
地域の特色を生かした
魅力的なまちづくり

子育て支援の充実
家庭・地域・学校の連携，協働

様々な移動手段の活用により
利便性向上，地域間交流が活発化

先端技術の導入による産業
基盤の整備・機能強化

産業基盤の機能向上により
圏域内の経済や交流が活性化

付加価値の高い観光
コンテンツの創出
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【基本理念】　次世代に「安全・安心」と「活力」
を引き継ぐ「持続可能」な宮城の県土づくり
大規模化・多様化する災害に対し，強靱な県土

づくりを行いながら，本県の経済や交流を支え，
人口減少や少子高齢化の進展に伴う地域経済・社
会を取り巻く諸課題に対応した持続可能な地域社
会づくりを目指し，次世代に「安全・安心」と「活
力」を引き継ぐ「持続可能」な宮城の県土づくり
に取り組みます。

また，県土・防災分野，産業・経済分野，社会・
地域づくり分野に分けてイメージした「概ね 30
〜 50 年後の宮城の姿」を実現するため，今後 10
年間で目指すべき社会資本整備の方向性につい
て，次の 3 点を基本方針として設定しています。
【基本方針】～みらいのための新しいインフラ整
備に向けて～

・強靱で安全・安心な県土づくりの推進
・宮城の活力を支える戦略的インフラマネジメン
トの推進

・多様な主体と連携した持続可能な人づくり・地
域づくりの推進
上記 3 点の基本方針の下，「新・宮城の将来ビ

ジョン」におけるタウンミーティングや，事務所
における事前検討も踏まえ，今後 10 年間の基本
目標を次のとおり設定し，各施策に取り組みます。
【基本目標】
1.自然災害リスクの増大を踏まえた防災・減災対
策による県土の強靱化

2.富県躍進を支える交流・産業基盤の整備
3.多様な主体と連携した持続可能な地域生活基盤
の整備

4.加速化するインフラの老朽化に対応した戦略的
ストックマネジメントの推進

5.持続可能な宮城の県土づくりを支える人材育成
と生産性の向上

7.　各基本目標における主要施策

近年，頻発化・激甚化する自然災害，県域を越
えた連携，県民のニーズや価値観の多様化，戦後

大量に整備してきた社会資本ストックの老朽化問
題の顕在化，災害対応能力等の技術の伝承や人材
の育成など，本県における現状や課題に対して，
5 つの基本目標ごとの主要施策により，課題解決
を図ります（図－ 4）。

8.　全体投資額

今後の財政運営に関する国や県の方針を踏ま
え，今後 10 年間で土木部が実施する事業の前提
となる計画投資額は，令和 2 年度当初予算をベー
スに，東日本大震災における復旧・復興期間の終
了や，国の「防災・減災，国土強靱化のための 5
か年加速化対策」なども加味した上で，約 6,000
億円とし，事業の選択と集中により必要な社会資
本整備を進めていくこととしています。

9.　�“富県躍進”に向けた 7つの主要�
プロジェクト「虹の架け橋プロ�
ジェクト（虹プロ）」

本計画に掲げる基本目標を達成し，「概ね 30 〜
50 年後の宮城の姿」を実現するためには，多様
な主体との連携を図りながら，さまざまな課題を
早期にかつ効率的に解決していくことが求められ
ています。

そのため，本計画を構成する各施策・事業につ
いて，横断的に取り組むことによって相乗効果が
期待できる 7 項目を「“富県躍進”に向けた 7 つ
の主要プロジェクト」〔通称：虹の架け橋プロジ
ェクト（虹プロ）〕として位置づけ，その実現に
向け，県民や国・市町村等とともに取り組んでい
きます（図－ 4）。

10.　本計画の推進に向けて

本計画の推進に当たっては，財政の健全化と持
続可能な財政運営を堅持するため，更なる選択と
集中や，多様な主体との連携・協働体制の構築，
働き方改革など，次に掲げる基本姿勢 10 項目に
ついて，職員一丸となって取り組んでいきます。
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⑴　更なる選択と集中
事業の優先度（緊急性や必要性）を適正に判断

し，ハード・ソフト両面において効率的かつ重点
的な予算配分を実現していきます。
⑵　既存ストックの有効活用

これまで整備してきた公共土木施設・建築物に
ついて，従来の用途だけでなく，有効活用によ
り，地域ニーズに沿った公共施設の機能強化と利
便性向上を推進していきます。
⑶　事業間連携及び産学官連携の推進

公共施設の建設や維持・更新等の事業推進に当
たっては，これまでの縦割り的な発想から脱却し
た事業間連携，民間や大学等の力を最大限活用す
る産学官連携など，あらゆる手段・取組を総動員
し，効率的に行っていきます。
⑷　現場主義（地域協働）の推進

地域に密着したさまざまな問題・課題等を解決
するため，地方機関が中心となり，地域の声をよ
く聞くとともに，地域の実情に精通している市町
村と連携するなど，地域の関係者と協働し，事業
を推進する仕組みを充実させていきます。
⑸　市町村とのパートナーシップ

公共施設の老朽化が顕在化する一方で，技術職
員の不足が進む市町村に対して，積極的に意見交
換や情報共有に努め，施設の適正かつ持続的な維
持管理と技術職員の人材育成に向け，関係機関等
とも連携し，取り組んでいきます。
⑹　人員体制確保と働き方改革

本計画の実施に必要な人員体制の確保に努める
とともに，男女共同参画やワークライフバランス
の推進に向けた労働環境改善のためにも，先進的
技術を活用した生産性の向上などにより，働き方
改革を推進していきます。
⑺　広域的視点

地域の個性を伸ばしつつ，広域的な視点に立
ち，各拠点都市や，港湾，空港などの各物流・交
流拠点を効率的に結びつけることを意識し，本県
のみならず，東北全体への波及効果も期待できる
取組を展開していきます。

⑻　復旧・復興事業のフォローアップ
東日本大震災により大きな被害を受けた沿岸地

域における災害に強いまちづくりの実現に向け
て，インフラの復旧や大津波対策としての多重防
御施設の整備などを進めてきました。しかし，や
むを得ない事情により震災復興計画期間内に完了
できない事業については，一日も早く完了させる
ため，新たに発生する課題をいち早く抽出できる
体制を維持し，今後も事業の進行管理を徹底して
いきます。
⑼　PDCAサイクルを活用した事業マネジメント
「政策評価」，「施策評価」，「大規模事業評価」，

「公共事業再評価」，「事業箇所評価」の 5 つの行
政評価により，PDCA サイクルである Plan（計
画），Do（実施），Check（評価），Action（改善）
の 4 つの視点を踏まえて，事業実施の継続的な改
善や透明性を高めていきます。
⑽　新型コロナウイルス感染症の下での業務継続
に向けた対応
新型コロナウイルス感染症が拡大する中で，感

染の影響を最小限に抑える感染防止態勢として，
オンライン会議などを含む「新しい生活様式」を
取り入れた事業継続等を実現していきます。

11.　おわりに

県民の安全・安心で豊かな暮らしを支える上
で，重要な役割を果たしているインフラ整備や，
それを支える人材育成や生産性向上など，土木・
建築行政として今後 10 年間で取り組むべきこと
を本計画に盛り込んでおり，今年度は，その初年
度であることから，「みらいのための新しいイン
フラ整備に向けて，大きな一歩を踏み出すチャレ
ンジの年」と位置づけています。

今後も「スピード感」，「柔軟性」及び「チーム
ワーク」という土木部の強みを最大限発揮し，本
計画に掲げた取組等を着実に進め，安全・安心な
県土づくりを推進していきたいと考えています。
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基
盤
の

整
備

多
様
な
主
体
と
連
携
し
た
持
続
可
能
な
地

域
生
活
基
盤
の
整
備

加
速
化
す
る
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
に
対
応
し

た
戦
略
的
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

持
続
可
能
な
宮
城
の
県
土
づ
く
り
を
支
え

る
人
材
育
成
と
生
産
性
の
向
上

▼
主
要
施
策

▼
（
１
）
総
合
的
な
豪
雨
災
害
対
策
等
の

推
進

①
総
合
的
な
治
水
対
策
の
推
進

②
総
合
的
な
土
砂
災
害
防
止
対
策
の
推
進

③
災
害
に
強
い
道
路
網
の
構
築

④
防
災
・
減
災
に
向
け
た
総
合
的
な
土
地

利
用
政
策
の
推
進

⑤
被
災
後
の
公
共
土
木
施
設
・
建
築
物
の

早
期
復
旧

（
２
）
大
規
模
災
害
等
に
備
え
た
防
災

態
勢
の
強
化

①
防
災
情
報
の
迅
速
か
つ
的
確
な
提
供
と

確
実
な
初
動
態
勢
の
構
築

②
東
日
本
大
震
災
等
の
経
験
を
踏
ま
え
た

防
災
・
減
災
に
関
す
る
普
及
・
啓
発
活

動
の
推
進

③
大
規
模
災
害
時
に
効
果
的
に
対
応
す
る

た
め
の
中
核
的
機
能
を
担
う
広
域
防
災

拠
点
や
地
域
防
災
の
核
と
な
る
拠
点
の

整
備

④
被
災
後
の
被
害
拡
大
防
止
と
早
期
復
旧

の
た
め
の
各
種
支
援

（
３
）
耐
震
化
対
策
の
推
進

①
公
共
土
木
施
設
や
県
有
建
築
物
の
耐
震

化
の
推
進
，
一
般
木
造
住
宅
や
指
定
避

難
施
設
の
耐
震
化
の
促
進

②
地
震
に
よ
る
ブ
ロ
ッ
ク
塀
等
の
倒
壊
被

害
防
止
対
策
の
実
施

（
１
）
東
北
の
発
展
を
支
え
る
基
幹
的

社
会
資
本
整
備
の
推
進

①
東
北
・
宮
城
の
骨
格
と
な
る
高
速
道
路

網
の
整
備

②
広
域
海
上
物
流
拠
点
整
備
の
推
進

（
２
）
地
域
の
発
展
を
支
え
，
地
域
間

連
携
を
強
化
す
る
社
会
資
本
整
備

の
推
進

①
広
域
道
路
網
の
整
備

②
県
際
道
路
及
び
郡
界
道
路
等
の
整
備
・

機
能
強
化

（
３
）
交
流
人
口
拡
大
に
向
け
た
社
会

資
本
整
備
の
推
進

①
仙
台
空
港
の
航
空
需
要
拡
大
と
機
能
強

化
②
観
光
産
業
の
支
援

（
１
）
地
域
住
民
等
と
連
携
・
協
働
し
た

社
会
資
本
整
備
の
推
進

①
地
域
住
民
の
生
活
に
密
着
し
た
公
共
事

業
の
実
施

②
地
域
づ
く
り
の
主
体
で
あ
る
地
域
住
民

や
関
係
市
町
村
が
，
地
域
に
と
っ
て
必

要
不
可
欠
な
整
備
内
容
を
選
択
で
き
る

事
業
の
推
進

③
行
政
と
一
体
と
な
っ
て
活
動
す
る
愛
護

団
体
や
ア
ド
プ
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
，
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
団
体
へ
の
積
極
的
な
支
援

（
２
）
安
全
・
安
心
で
快
適
な
ま
ち
づ
く

り
の
推
進

①
安
全
で
快
適
に
暮
ら
せ
る
市
街
地
整
備

の
促
進

②
安
全
で
安
心
な
建
築
ス
ト
ッ
ク
の
形
成

③
誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く

り
の
推
進

（
３
）
環
境
に
優
し
く
景
観
と
調
和
し
た

社
会
資
本
整
備
の
推
進

①
自
然
環
境
と
調
和
し
た
公
共
土
木
施
設

の
整
備
推
進

②
自
然
・
歴
史
・
文
化
と
調
和
し
た
景
観

形
成
の
促
進

③
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
や
二
酸
化
炭
素
の
排

出
規
制
等
の
環
境
負
荷
軽
減
対
策
の
推

進
④
資
源
の
有
効
利
用
が
図
ら
れ
た
環
境
に

優
し
い
社
会
資
本
整
備
の
推
進

（
１
）
公
共
土
木
施
設
・
建
築
物
の
適
正

か
つ
効
率
的
・
持
続
的
な
維
持
管
理

の
推
進

①
既
存
施
設
の
現
状
や
施
設
利
用
ニ
ー
ズ

を
踏
ま
え
た
施
設
の
適
正
維
持
と
有
効

活
用

（
２
）
公
共
土
木
施
設
・
建
築
物
の
長
寿

命
化
対
策
の
推
進

①
公
共
土
木
施
設
の
長
寿
命
化
及
び
ラ
イ

フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
の
最
小
化

②
公
共
建
築
物
の
長
寿
命
化
及
び
ラ
イ
フ

サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
の
最
小
化

（
３
）
新
技
術
を
活
用
し
た
イ
ン
フ
ラ
の

更
新
・
管
理

①
新
技
術
を
活
用
し
た
点
検
・
診
断
技
術

の
導
入
検
討

②
大
学
等
と
連
携
し
た
イ
ン
フ
ラ
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
推
進

（
１
）
建
設
企
業
の
技
術
力
・
経
営
力
の

向
上
と
担
い
手
の
確
保

①
技
術
力
・
専
門
力
の
向
上
支
援

②
経
営
力
の
向
上
支
援

③
産
学
官
が
連
携
し
た
建
設
産
業
の
活
動

実
績
等
の
積
極
的
広
報

（
２
）
建
設
産
業
に
お
け
る
働
き
方
改
革

等
の
推
進

①
長
時
間
労
働
の
是
正
等
の
取
組
の
推
進

②
誰
も
が
働
き
や
す
い
建
設
産
業
に
向
け

た
取
組
の
推
進

③
処
遇
改
善
と
社
会
保
険
加
入
の
徹
底

④
IC
Tの
活
用
等
を
通
じ
た
生
産
性
向
上
の

取
組
の
推
進

（
３
）
社
会
資
本
整
備
を
牽
引
す
る
職
員

の
育
成

①
土
木
部
職
員
の
技
術
力
の
向
上

②
技
術
職
員
の
ス
キ
ル
の
見
え
る
化

③
市
町
村
職
員
に
向
け
た
，
更
な
る
技
術

力
の
向
上
支
援

④
誰
も
が
働
き
や
す
い
職
場
環
境
へ
の
取

組

《
社
会
資
本
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
》

“富
県
躍
進
”に
向
け
た
７
つ
の
主
要
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

総
合
治
水

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

総
合
土
砂

災
害
防
止

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

震
災
復
興
伝
承

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

防
災
道
路
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
整
備

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

港
湾
・
空
港
振
興

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

安
全
・
安
心
な

ま
ち
づ
く
り
推
進

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
推
進

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

基
本
目
標
１

基
本
目
標
２

基
本
目
標
３

基
本
目
標
４

基
本
目
標
５

基
本
方
針

基
本
理
念

（
１
）
更
な
る
選
択
と
集
中

（
２
）
既
存
ス
ト
ッ
ク
の
有
効
活
用

（
３
）
事
業
間
連
携
及
び
産
学
官
連
携
の
推
進

（
４
）
現
場
主
義
（
地
域
協
働
）
の
推
進

（
５
）
市
町
村
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

（
６
）
人
員
体
制
確
保
と
働
き
方
改
革

（
７
）
広
域
的
視
点

（
８
）
復
旧
・
復
興
事
業
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

（
９
）
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
を
活
用
し
た
事
業

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（
１
０
）
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

下
で
の
業
務
継
続
に
向
け
た
対
応

基
本
姿
勢

～
み
ら
い
の
た
め
の
新
し
い
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
向
け
て
～

（
６
）
技
術
者
の
減
少
に
伴
う
市
町
村
支
援
の
必
要
性
の
高
ま
り
　（
７
）
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
発
生

（
１
）
本
格
的
な
人
口
減
少
時
代
へ
の
突
入
　（
２
）
気
候
変
動
等
に
伴
う
災
害
リ
ス
ク
の
増
加
　（
３
）
厳
し
い
財
政
状
況
　（
４
）
加
速
化
す
る
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
と
スト
ッ
ク
量
の
増
大
　（
５
）
建
設
業
の
就
業
者
の
減
少
と
高
齢
化

虹
の
架
け
橋

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

（
虹
プ
ロ
）

《
宮
城
県
国
土
強
靱
化
地
域
計
画
》

○
 事
前
防
災
及
び
減
災
そ
の
他
迅
速
な
復
旧
復
興
に
資
す
る
施
策
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
実
施
す
る
た
め
，
法
律
に
基
づ
き
策
定

○
 県
の
個
別
計
画
等
の
国
土
強
靱
化
に
関
連
す
る
取
組
の
指
針
に
な
る
も
の
と
し
て
位
置
づ
け

《
新
・
宮
城
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
》

○
 県
政
運
営
の
理
念
「
富
県
躍
進！
“P
RO
G
RE
SS
 M
iy
ag
i”
～
多
様
な
主
体
と
の
連
携
に
よ
る
活
力
あ
る
宮
城
を
目
指
し
て
～
」

○
 「
人
」
づ
くり
，「
地
域
」
づ
くり
，
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
３
つ
の
「
政
策
推
進
に
向
け
た
横
断
的
な
視
点
」
と
ＳＤ
Ｇｓ
の
推
進
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